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最近の判例から ⑹−重要事項説明の記載漏れ−

購入した中古マンションにつき、建築後
16mの高さ制限が付され、既存不適格建築物
であることを重要事項説明書に記載していな
いことは告知義務違反等にあたるとして、買
主が売主及び媒介業者に損害賠償を求めた事
案において、口頭にて高さ制限の説明はされ
ていることから告知義務は果たされていると
して買主の請求を棄却した事例（東京地裁 
平成28年11月29日判決 棄却 ウエストロー・
ジャパン）

1 　事案の概要

平成14年3月、売主Y1（個人）は、8階
建、高さ23.5mのマンションの一室である本
件マンションを新築で購入した。

平成16年6月、本件マンションは、16m第
二種高度地区に指定されたため、建物の絶対
高さ制限により既存不適格建築物になった。

平成25年6月、買主X（原告・個人）は、
本件マンションにつき、媒介業者Y2（被告）
及び媒介業者Y3（被告）の媒介により、
Y2の重要事項説明を受け、売主Y1（被告・
個人）との間で売買契約を締結し、その後引
渡しを受けた。

重要事項説明に際し、Y2は所属協会のホ
ームページより、重要事項説明書の雛形をダ
ウンロードし、「都市計画法・建築基準法に
基づく制限の概要」欄のうち、地区・街区等・
その他の地域地区等の欄には「第2種高度地
区」と入力し、建築物の高さの制限の欄の「絶
対高さ制限」は、「空欄・10m・12m・無」

の4つから選択できたところ、空欄に直接パ
ソコンで16mと入力できなかったため、手書
きで記載するため「空欄」を選択してこれを
印刷した。本件重要事項説明は、Xに交付さ
れたが、「絶対高さ制限」の欄は、空白のま
まであった。

平成27年2月、Xは、本件マンションは用
途変更による高さ制限により既存不適格建築
物であり、建替えの際には5階程度しか建築
できず6階以上は再築できないことから契約
の目的が達成できない、Yらが本件高さ制限
及び本件マンションが既存不適格建築物であ
ることの説明をしなかったことは不法行為・
債務不履行に該当するとして、仲介手数料
114万円、マンションの建替え等の際に床面
積が減額される価値相当額である754万円余
など、計1064万円余の賠償を請求した。

これに対してY2らは、重要事項説明書に
「16mの高さ制限が付されていること、本件
マンションが既存不適格建築物であること」
を記載しなかったことは認めるが、Y2は重
要事項説明の際、本件高さ制限がある旨を口
頭で説明しており、告知義務違反はない。ま
た、Xは一級建築士であり、都市計画法等の
知識は豊富で、建築確認済書の閲覧をするな
ど慎重に検討しており、その調査能力等から
知っていた、などと主張してこれを争った。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Xの請求を
棄却した。

重要事項説明書に高さ制限の記載漏れがあったが、説明
はされていたとして買主の損害賠償請求を棄却した事例

（東京地判 平28・11・29 ウェストロー・ジャパン）　高橋 兼生
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⑴　Y1が本件高さ制限及び本件マンション
が既存不適格建築物であること認識していた
証拠はないことから、XのY1に対する告知
義務違反を前提とする主張には理由がない。
⑵　Xは、Y2より本件高さ制限の説明はな
かったと主張するが、Y2は重要事項説明の
準備のために、都市計画・建築基準法に係る
情報を取り寄せ、本件高さ制限があることを
確認していたこと、同様の高さ制限のある他
の土地建物の媒介において、重要事項説明書
の高さ制限の欄に手書きで16mと記載し口頭
で説明しているなどの認定事実を総合する
と、Y2は本件高さ制限を説明したものと認
められる。

Xは、宅地建物取引業法35条及び同47条に
よれば、Y2らが本件高さ制限を口頭で説明
したのみでは、告知義務を尽くしたとは言え
ず、本件高さ制限及び本件マンションが既存
不適格建築物であることの重要事項説明書へ
の記載及び口頭の説明がなければ告知義務違
反となるとも主張する。

重要事項説明において、宅建業者が説明す
べき方法及びその程度は、買主が一般の消費
者か宅建業者等かなどの買主の属性等を勘案
して、買主等が当該契約を締結するか否かに
ついて、的確に判断、意思決定ができるもの
であることを要するところ、Xは一級建築士
として20年のキャリアを有し、高さ制限及び
既存不適格建築物等についての正確な知識及
び理解を示していることからすると、本件高
さ制限の説明により、既存不適格建築物であ
る本件物件の状況を正確に理解し、これを購
入するか否かの意思決定をすることができた
と認めるのが相当であり、Xの告知義務違反
があったとの主張には理由がない。

なお、本件重要事項説明書に高さ制限が記
載されていないことは、形式的には同法35条
に違反するとしてY2らが罰則等を受ける可

能性があるとしても、同法に違反することが、
直ちにXとの関係で民法上の不法行為責任や
債務不履行責任を構成すると考えるのは相当
ではない。

Xは、「都市計画法・建築基準法に基づく
制限の概要」欄には、「④地区・街区等」欄
の中の「その他の地域地区等」欄に「第2種
高度地区（16m）」と記載すべきであったと
も主張するが、仮にY2が記載場所を誤って
いたとしても、本件高さ制限を口頭で説明す
れば、本件高さ制限が付されていることは認
識できるので、不法行為又は債務不履行とは
ならないというべきである。
⑷　以上により、XのYらに対する請求はい
ずれも理由がないから、これを棄却する。

3 　まとめ

重要事項説明の誤記・漏れは、業法35条に
違反するとしても、直ちに買主との関係で直
ちに民事上の債務不履行責任や不法行為責任
が発生するものではないとされる。

しかし、重要事項説明書の不備は、宅建士
としてあってはならないことである。本件ト
ラブルは媒介業者の不注意が招いたものとも
言え、口頭で説明していたことを立証できな
ければ、民事上の責任を負う可能性もあった
と思われる。

重要事項説明書の誤記・記載漏れは、その
作成途上で起きうるものであり、詳細確認作
業を実施していれば、これに気付き、修正で
きるものである。本件は、必ず原稿完成後の
再確認を行うことの重要性を改めて認識させ
る事案である。

（調査研究部調査役）
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